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税効果会計基準に一部改正を反映させたイメージ 

企業会計審議会が 1998年 10月 30日に公表した「税効果会計に係る会計基準」及び「税効果会計に係る会計基準注解」（以下合わせて「税効

果会計基準」という。）に企業会計基準第 28号「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」、企業会計基準第 40号「『税効果会計に係る会

計基準』の一部改正（その 2）」及び企業会計基準第 43号「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正（その 3）」（以下合わせて「一部改正」

という。）を反映したイメージは、次のとおりである（変更部分に下線を付している。）。 

税効果会計基準に一部改正を反映させたイメージ 税効果会計基準 

企業会計審議会 

税効果会計に係る会計基準 

企業会計審議会 

税効果会計に係る会計基準 

税効果会計に係る会計基準 

第一 税効果会計の目的 

税効果会計は、企業会計上の資産又は負債の額と課税所得計算

上の資産又は負債の額に相違がある場合において、法人税その他

の課税対象利益を基礎とする税金（以下「法人税等」という。）の

額を適切に期間配分することにより、法人税等を控除する前の当

期純利益と法人税等を合理的に対応させることを目的とする手

続である。（注１） 

税効果会計に係る会計基準 

第一 税効果会計の目的 

税効果会計は、企業会計上の資産又は負債の額と課税所得計算

上の資産又は負債の額に相違がある場合において、法人税その他

利益に関連する金額を課税標準とする税金（以下「法人税等」と

いう。）の額を適切に期間配分することにより、法人税等を控除す

る前の当期純利益と法人税等を合理的に対応させることを目的

とする手続である。（注１） 

第二 税効果会計に係る会計基準 

一 一時差異等の認識 

1.  法人税等については、一時差異に係る税金の額を適切な会計期

間に配分し、計上しなければならない。 

第二 税効果会計に係る会計基準 

一 一時差異等の認識 

1.  法人税等については、一時差異に係る税金の額を適切な会計期

間に配分し、計上しなければならない。 
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2.  一時差異とは、貸借対照表及び連結貸借対照表に計上されてい

る資産及び負債の金額と課税所得計算上の資産及び負債の金額と

の差額をいう。 

 一時差異は、例えば、次のような場合に生ずる。 

(1) 財務諸表上の一時差異 

① 収益又は費用の帰属年度が相違する場合 

② 資産の評価替えにより生じた評価差額が直接資本の部に

計上され、かつ、課税所得の計算に含まれていない場合 

(2) 連結財務諸表固有の一時差異 

① 資本連結に際し、子会社の資産及び負債の時価評価により

評価差額が生じた場合 

② 連結会社相互間の取引から生ずる未実現損益を消去した

場合 

③ 連結会社相互間の債権と債務の相殺消去により貸倒引当

金を減額修正した場合 

2.  一時差異とは、貸借対照表及び連結貸借対照表に計上されてい

る資産及び負債の金額と課税所得計算上の資産及び負債の金額と

の差額をいう。 

 一時差異は、例えば、次のような場合に生ずる。 

(1) 財務諸表上の一時差異 

① 収益又は費用の帰属年度が相違する場合 

② 資産の評価替えにより生じた評価差額が直接資本の部に

計上され、かつ、課税所得の計算に含まれていない場合 

(2) 連結財務諸表固有の一時差異 

① 資本連結に際し、子会社の資産及び負債の時価評価により

評価差額が生じた場合 

② 連結会社相互間の取引から生ずる未実現損益を消去した

場合 

③ 連結会社相互間の債権と債務の相殺消去により貸倒引当

金を減額修正した場合 

3.  一時差異には、当該一時差異が解消するときにその期の課税所

得を減額する効果を持つもの（以下「将来減算一時差異」という。）

と、当該一時差異が解消するときにその期の課税所得を増額する

効果を持つもの（以下「将来加算一時差異」という。）とがある。

（注２）（注３） 

3.  一時差異には、当該一時差異が解消するときにその期の課税所

得を減額する効果を持つもの（以下「将来減算一時差異」という。）

と、当該一時差異が解消するときにその期の課税所得を増額する

効果を持つもの（以下「将来加算一時差異」という。）とがある。

（注２）（注３） 

4.  将来の課税所得と相殺可能な繰越欠損金等については、一時差

異と同様に取り扱うものとする（以下一時差異及び繰越欠損金等

を総称して「一時差異等」という。）。 

4.  将来の課税所得と相殺可能な繰越欠損金等については、一時差

異と同様に取り扱うものとする（以下一時差異及び繰越欠損金等

を総称して「一時差異等」という。）。 
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二 繰延税金資産及び繰延税金負債等の計上方法 

1.  一時差異等に係る税金の額は、将来の会計期間において回収又

は支払が見込まれない税金の額を除き、繰延税金資産又は繰延税

金負債として計上しなければならない。繰延税金資産については、

将来の回収の見込みについて毎期見直しを行わなければならな

い。（注４）（注５） 

二 繰延税金資産及び繰延税金負債等の計上方法 

1.  一時差異等に係る税金の額は、将来の会計期間において回収又

は支払が見込まれない税金の額を除き、繰延税金資産又は繰延税

金負債として計上しなければならない。繰延税金資産については、

将来の回収の見込みについて毎期見直しを行わなければならな

い。（注４）（注５） 

2.  繰延税金資産又は繰延税金負債の金額は、回収又は支払が行わ

れると見込まれる期の税率に基づいて計算するものとする。（注

６） 

2.  繰延税金資産又は繰延税金負債の金額は、回収又は支払が行わ

れると見込まれる期の税率に基づいて計算するものとする。（注

６） 

3.  繰延税金資産と繰延税金負債の差額を期首と期末で比較した増

減額は、当期に納付すべき法人税等の調整額として計上しなけれ

ばならない。 

 ただし、資産の評価替えにより生じた評価差額が直接資本の部

に計上される場合には、当該評価差額に係る繰延税金資産又は繰

延税金負債を当該評価差額から控除して計上するものとする。ま

た、資本連結に際し、子会社の資産及び負債の時価評価により生

じた評価差額がある場合には、当該評価差額に係る時価評価時点

の繰延税金資産又は繰延税金負債を当該評価差額から控除した額

をもって、親会社の投資額と相殺の対象となる子会社の資本とす

るものとする。（注７） 

3.  繰延税金資産と繰延税金負債の差額を期首と期末で比較した増

減額は、当期に納付すべき法人税等の調整額として計上しなけれ

ばならない。 

 ただし、資産の評価替えにより生じた評価差額が直接資本の部

に計上される場合には、当該評価差額に係る繰延税金資産又は繰

延税金負債を当該評価差額から控除して計上するものとする。ま

た、資本連結に際し、子会社の資産及び負債の時価評価により生

じた評価差額がある場合には、当該評価差額に係る時価評価時点

の繰延税金資産又は繰延税金負債を当該評価差額から控除した額

をもって、親会社の投資額と相殺の対象となる子会社の資本とす

るものとする。（注７） 

4.  連結財務諸表及び第二種中間連結財務諸表の作成上、子会社の

留保利益について、親会社に対して配当される可能性が高くその

金額を合理的に見積もることができる場合には、将来、親会社が

4.  連結財務諸表及び中間連結財務諸表の作成上、子会社の留保利

益について、親会社に対して配当される可能性が高くその金額を

合理的に見積もることができる場合には、将来、親会社が子会社
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子会社からの受取配当金について負担することになる税金の額を

見積計上し、これに対応する金額を繰延税金負債として計上しな

ければならない。 

からの受取配当金について負担することになる税金の額を見積計

上し、これに対応する金額を繰延税金負債として計上しなければ

ならない。 

5.  第二種中間財務諸表及び第二種中間連結財務諸表の作成上、法

人税等は、中間会計期間を含む事業年度の法人税等の計算に適用

される税率に基づき、年度決算と同様に税効果会計を適用して計

算するものとする。ただし、中間会計期間を含む事業年度の税効

果会計適用後の実効税率を合理的に見積もり、法人税等を控除す

る前の中間純利益に当該見積実効税率を乗じて計算することがで

きる。 

5.  中間財務諸表及び中間連結財務諸表の作成上、法人税等は、中

間会計期間を含む事業年度の法人税等の計算に適用される税率に

基づき、年度決算と同様に税効果会計を適用して計算するものと

する。ただし、中間会計期間を含む事業年度の税効果会計適用後

の実効税率を合理的に見積もり、法人税等を控除する前の中間純

利益に当該見積実効税率を乗じて計算することができる。 

第三 繰延税金資産及び繰延税金負債等の表示方法 

1.  繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負

債は固定負債の区分に表示する。 

第三 繰延税金資産及び繰延税金負債等の表示方法 

1.  繰延税金資産及び繰延税金負債は、これらに関連した資産・負

債の分類に基づいて、繰延税金資産については流動資産又は投資

その他の資産として、繰延税金負債については流動負債又は固定

負債として表示しなければならない。ただし、特定の資産・負債

に関連しない繰越欠損金等に係る繰延税金資産については、翌期

に解消される見込みの一時差異等に係るものは流動資産として、

それ以外の一時差異等に係るものは投資その他の資産として表示

しなければならない。 

2.  同一納税主体の繰延税金資産と繰延税金負債は、双方を相殺し

て表示する。 

 異なる納税主体の繰延税金資産と繰延税金負債は、双方を相殺

2.  流動資産に属する繰延税金資産と流動負債に属する繰延税金負

債がある場合及び投資その他の資産に属する繰延税金資産と固定

負債に属する繰延税金負債がある場合には、それぞれ相殺して表
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せずに表示する。 

 ただし、グループ通算制度を適用する場合の連結財務諸表にお

ける繰延税金資産と繰延税金負債の表示については、実務対応報

告第 42 号「グループ通算制度を適用する場合の会計処理及び開

示に関する取扱い」第 27項に定める取扱いを適用する。 

示するものとする。 

 ただし、異なる納税主体の繰延税金資産と繰延税金負債は、原

則として相殺してはならない。 

3.  当期の法人税等として納付すべき額及び法人税等調整額は、法

人税等を控除する前の当期純利益から控除する形式により、それ

ぞれ区分して表示しなければならない。 

3.  当期の法人税等として納付すべき額及び法人税等調整額は、法

人税等を控除する前の当期純利益から控除する形式により、それ

ぞれ区分して表示しなければならない。 

第四 注記事項 

財務諸表及び連結財務諸表については、次の事項を注記しなけ

ればならない。 

1.  繰延税金資産及び繰延税金負債の発生原因別の主な内訳（注８・

９） 

第四 注記事項 

財務諸表及び連結財務諸表については、次の事項を注記しなけ

ればならない。 

1.  繰延税金資産及び繰延税金負債の発生原因別の主な内訳（注８） 

2.  税引前当期純利益又は税金等調整前当期純利益に対する税金費

用（法人税等及び法人税等調整額）の比率と法定実効税率との間

に重要な差異があるときは、当該差異の原因となった主要な項目

別の内訳 

2.  税引前当期純利益又は税金等調整前当期純利益に対する法人税

等（法人税等調整額を含む。）の比率と法定実効税率との間に重要

な差異があるときは、当該差異の原因となった主要な項目別の内

訳 

3.  税率の変更により繰延税金資産及び繰延税金負債の金額が修正

されたときは、その旨及び修正額 

3.  税率の変更により繰延税金資産及び繰延税金負債の金額が修正

されたときは、その旨及び修正額 

4.  決算日後に税率の変更があった場合には、その内容及びその影

響 

4.  決算日後に税率の変更があった場合には、その内容及びその影

響 
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税効果会計に係る会計基準注解 

(注 1)  （削 除） 

税効果会計に係る会計基準注解 

(注 1)  法人税等の範囲 

法人税等には、法人税のほか、都道府県民税、市町村民税及

び利益に関連する金額を課税標準とする事業税が含まれる。 

(注 2)  将来減算一時差異について 

将来減算一時差異は、例えば、貸倒引当金、退職給付引当金

等の引当金の損金算入限度超過額、減価償却費の損金算入限度

超過額、損金に算入されない棚卸資産等に係る評価損等がある

場合のほか、連結会社相互間の取引から生ずる未実現利益を消

去した場合に生ずる。 

(注 2)  将来減算一時差異について 

将来減算一時差異は、例えば、貸倒引当金、退職給付引当金

等の引当金の損金算入限度超過額、減価償却費の損金算入限度

超過額、損金に算入されない棚卸資産等に係る評価損等がある

場合のほか、連結会社相互間の取引から生ずる未実現利益を消

去した場合に生ずる。 

(注 3)  将来加算一時差異について 
将来加算一時差異は、例えば、利益処分により租税特別措置

法上の諸準備金等を計上した場合のほか、連結会社相互間の債

権と債務の消去により貸倒引当金を減額した場合に生ずる。 

(注 3)  将来加算一時差異について 
将来加算一時差異は、例えば、利益処分により租税特別措置

法上の諸準備金等を計上した場合のほか、連結会社相互間の債

権と債務の消去により貸倒引当金を減額した場合に生ずる。 
(注 4)  繰延税金資産及び繰延税金負債の計上に係る重要

性の原則の適用について 

重要性が乏しい一時差異等については、繰延税金資産及び繰

延税金負債を計上しないことができる。 

(注 4)  繰延税金資産及び繰延税金負債の計上に係る重要

性の原則の適用について 

重要性が乏しい一時差異等については、繰延税金資産及び繰

延税金負債を計上しないことができる。 
(注 5)  繰延税金資産の計上について 

繰延税金資産は、将来減算一時差異が解消されるときに課税

所得を減少させ、税金負担額を軽減することができると認めら

れる範囲内で計上するものとし、その範囲を超える額について

(注 5)  繰延税金資産の計上について 

繰延税金資産は、将来減算一時差異が解消されるときに課税

所得を減少させ、税金負担額を軽減することができると認めら

れる範囲内で計上するものとし、その範囲を超える額について
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は控除しなければならない。 は控除しなければならない。 
(注 6)  税率の変更があった場合の取扱いについて 

法人税等について税率の変更があった場合には、過年度に計

上された繰延税金資産及び繰延税金負債を新たな税率に基づ

き再計算するものとする。 

(注 6)  税率の変更があった場合の取扱いについて 

法人税等について税率の変更があった場合には、過年度に計

上された繰延税金資産及び繰延税金負債を新たな税率に基づ

き再計算するものとする。 
(注 7)  繰延税金資産及び繰延税金負債の金額を修正した

場合の取扱いについて 

法人税等について税率の変更があったこと等により繰延税

金資産及び繰延税金負債（資本連結に際し、子会社の資産及び

負債の時価評価により生じた評価差額に係るものを含む。）の

金額を修正した場合には、修正差額を法人税等調整額に加減し

て処理するものとする。ただし、資産の評価替えにより生じた

評価差額が直接資本の部に計上される場合において、当該評価

差額に係る繰延税金資産及び繰延税金負債の金額を修正した

ときは、修正差額を評価差額に加減して処理するものとする。 

(注 7)  繰延税金資産及び繰延税金負債の金額を修正した

場合の取扱いについて 

法人税等について税率の変更があったこと等により繰延税

金資産及び繰延税金負債（資本連結に際し、子会社の資産及び

負債の時価評価により生じた評価差額に係るものを含む。）の

金額を修正した場合には、修正差額を法人税等調整額に加減し

て処理するものとする。ただし、資産の評価替えにより生じた

評価差額が直接資本の部に計上される場合において、当該評価

差額に係る繰延税金資産及び繰延税金負債の金額を修正した

ときは、修正差額を評価差額に加減して処理するものとする。 
(注 8)  繰延税金資産の発生原因別の主な内訳における評

価性引当額の取扱いについて 

(1)  繰延税金資産の発生原因別の主な内訳を注記するにあた

っては、繰延税金資産から控除された額（評価性引当額）（注

５に係るもの）を併せて記載する。繰延税金資産の発生原因別

の主な内訳として税務上の繰越欠損金を記載している場合で

あって、当該税務上の繰越欠損金の額が重要であるときは、繰

延税金資産から控除された額（評価性引当額）は、税務上の繰

(注 8)  繰延税金資産の発生原因別の主な内訳の注記につ

いて 

繰延税金資産の発生原因別の主な内訳を注記するに当たっ

ては、繰延税金資産から控除された額（注５に係るもの）を併

せて記載するものとする。 
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越欠損金に係る評価性引当額と将来減算一時差異等の合計に

係る評価性引当額に区分して記載する。 

なお、将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額の区

分には、繰越外国税額控除や繰越可能な租税特別措置法上の

法人税額の特別控除等を含める。 

(2)  繰延税金資産から控除された額（評価性引当額）に重要な

変動が生じている場合、当該変動の主な内容を記載する。な

お、連結財務諸表を作成している場合、個別財務諸表において

記載することを要しない。 

(注 9)  繰延税金資産の発生原因別の主な内訳として税務

上の繰越欠損金を記載している場合であって、当該税

務上の繰越欠損金の額が重要であるときの取扱いに

ついて 

繰延税金資産の発生原因別の主な内訳として税務上の繰越

欠損金を記載している場合であって、当該税務上の繰越欠損金

の額が重要であるときは、次の事項を記載する。なお、連結財

務諸表を作成している場合、個別財務諸表において記載するこ

とを要しない。 

(1)  繰越期限別の税務上の繰越欠損金に係る次の金額 

① 税務上の繰越欠損金の額に納税主体ごとの法定実効税率

を乗じた額 

② 税務上の繰越欠損金に係る繰延税金資産から控除された

額（評価性引当額） 

（新 設） 
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③ 税務上の繰越欠損金に係る繰延税金資産の額 

(2)  税務上の繰越欠損金に係る重要な繰延税金資産を計上し

ている場合、当該繰延税金資産を回収可能と判断した主な理

由 
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参 考 
次の開示例は、本会計基準に示された内容について理解を深めるために参考として示し

たものであり、記載方法及び記載内容は各企業の実情等に応じて異なることに留意する必

要がある。 

 

[開示例] 税効果会計に関する注記例 

 

1. 前提条件 

(1) A社は、グループ通算制度を適用していない。 

(2) A 社は、当連結会計年度において、繰延税金資産の発生原因別の主な内訳として税務

上の繰越欠損金を記載し、当該税務上の繰越欠損金の額が重要であると判断している。 

(3) A 社は、当連結会計年度において、税率の変更により繰延税金資産及び繰延税金負債

の金額が修正されている。 

 

2. 注記例 

（税効果会計関係） 

1．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生原因別の主な内訳 
  前連結会計年度  当連結会計年度 

繰延税金資産 税務上の繰越欠損金(*2) XXX 百万円   XXX 百万円 
 退職給付に係る負債 XXX  XXX 
 減損損失 XXX  XXX 
 その他 XXX  XXX 

 繰延税金資産小計  XXX  XXX 
税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額(*2) △XXX  △XXX 

将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 △XXX  △XXX 

 評価性引当額小計(*1)  △XXX  △XXX 

 繰延税金資産合計  XXX  XXX 

繰延税金負債 （以下 略）    

(*1) （繰延税金資産から控除された額（評価性引当額）に重要な変動が生じている場合、当該変動

の主な内容を記載する。） 
(*2) 税務上の繰越欠損金及びその繰延税金資産の繰越期限別の金額 

（前連結会計年度） 

 X 年以内 X 年超 

X 年以内 

X 年超 

X 年以内 

X 年超 

X 年以内 

X 年超 

X 年以内 

X 年超 合計 

税務上の繰越欠損金(a) － － － － XXX － XXX百万円 

評価性引当額 － － － － △XXX  － △XXX 

繰延税金資産 － － － － XXX － XXX 

(a) 税務上の繰越欠損金は、法定実効税率を乗じた額である。 

（当連結会計年度） 

以下は、企業会計基準第 28 号「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」で追加され

た開示例である。 
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 X 年以内 X 年超 

X 年以内 

X 年超 

X 年以内 

X 年超 

X 年以内 

X 年超 

X 年以内 

X 年超 合計 

税務上の繰越欠損金(b) － － － XXX － XXX XXX百万円 

評価性引当額 － － － － － △XXX △XXX 

繰延税金資産 － － － XXX － － (c)XXX 

(b) 税務上の繰越欠損金は、法定実効税率を乗じた額である。 

(c) （税務上の繰越欠損金に係る重要な繰延税金資産を計上している場合、当該繰延税金資

産を回収可能と判断した主な理由を記載する。） 

 

2．法定実効税率と税金費用の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となっ

た主要な項目別の内訳 
 前連結会計年度  当連結会計年度 

法定実効税率 XX ％  XX ％ 
（調整）    

交際費等永久に損金に算入されない項目 X  X 
評価性引当額の増減 －  X 
その他 △X  － 

税金費用の負担率 XX  XX 

  
3. 法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正 

税法の改正に伴い、翌連結会計年度以降に解消が見込まれる一時差異等に係る繰延税金資

産及び繰延税金負債については、法定実効税率を XX％から XX％に変更し計算している。 

この変更により、当連結会計年度の繰延税金資産（繰延税金負債の金額を控除した金額）の

金額は XXX 百万円減少し、法人税等調整額が XXX 百万円増加している。 

（注）税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正額は、期末における一時差異等の

残高に、改正後の税率と改正前の税率の差を乗じて算出する。 
 

4. 決算日後における法人税等の税率の変更 

（略） 

 

以 上 
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